
様式第１号別紙１

１　事業所の概要

〇

２　温室効果ガスの削減目標等

2019 年度 t-CO2

t-CO2

％ 3.01 ％

３　温室効果ガスの排出抑制に関する取組

％

選 択 対 策 の
実 施 計 画

外気冷房 実施済

熱源設備 冷却水温度の適正管理 第1年度

エネルギー使用量の見える化（前年度比較） 第1年度

目標原単位

削減率

省エネ法で目指す「エネルギー消費原単位の年平均１％以上の削減」を
目標とする。基準年度は２０１９年度であり、２０２２年度における目標値は
上記の通りである。

第1年度

実施済

実施済

項目

％

項目

外部機関による省エネ診断

実施年度

事業者温室効果ガス削減計画書概要（第１計画期間）

国家公務

第１計画期間では、電気の使用状況を詳細に分析して更なる節電対策を検討し、実施
可能な施策を順次導入して、仙台合同庁舎ビルの空気環境を保全しつつ、電気使用量
を最大限に削減して温室効果ガスの排出抑制とエネルギーコスト双方の削減に取り組
む。

3.02

0.04216基準原単位

0.04089

事 業 所 の 所 在 地

事 業 者 の 名 称

事 業 所 の 名 称

東北財務局

事業者の該当要件

条例第2条第5号イに該当する特定事業者

2,661

条例第2条第5号ロに該当する特定事業者

条例第2条第5号ハに該当する特定事業者

仙台合同庁舎

仙台市青葉区本町三丁目３番１号

主 た る 事 業

2,744

温 室 効 果 ガ ス の
排 出 状 況
及 び 削 減 目 標

目標設定の
考え方

基準年度

削減率

具体の取り組み内容

目標年度 2022 年度

基 本 対 策 の
実 施 計 画

そ の 他 の 対 策 の
実 施 計 画

条例第15条第1項に該当する一般事業者

実施済

実施年度

第1年度

温 室 効 果 ガ ス
排 出 抑 制 の
た め の 基 本 方 針

基準排出量

目標排出量

基準年度実施率 67 目標年度実施率 100

デマンド管理

再生可能エネルギーの導入

熱源設備 冷却水の水質管理

エネルギー使用量の見える化（分計による課題発見）

（事業所等用）


